
3 款 1 項 2 目

18 年度 設定なし

891

0.30
8,135
0

2,440
1,782

0
891

3,563
257
1,026
0

257
513
813
0

8,135
0.100.30

8,135
0

2,440
1,992
996
0

3,984
996

0.10
7,999
0
799
1,193
596
0

2,385
596

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
3,971
799
0

5,528
2,440
7,968 2,053

813
1,240 4,687

2,440
7,127

普及啓発事業及び活動支援事業への参加促進のための方策を講じる。

事業実施が年度後半に集中しているのは、介護予防普及啓発事業の対象者が参加しやすい時期として、春
の農繁期や夏の暑い時期を避けて、秋にコースとして実施計画を立てている為である。時期的なことは、今年
度も同様な状況であるが、事業内容について、多数の方が参加できるよう実施していきたい。

地域において自主的な介護予防に資する活動が広く実施され、地域の高齢者が自主的にその活動に参加し、
介護予防に向けた取り組みが実施されるような地域社会を構築する。

事業の目的

介護予防普及啓発事業地域介護予防活動支援事業

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

長寿介護課

介護保険法
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

福岡 保裕
所管課情報 担当課： 544

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 第１号被保険者及び支援のための活動に関わる者

野島 孝美

評価対象外事業
(介保)介護予防一次予防対象者施策事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

10
2000
110

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
介護予防普及啓発事業の開催回数
介護予防普及啓発事業の参加延べ人数

地域介護予防活動支援事業実施回数

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

104
1806
8回

人
回 137

2842
2

26
507
2

27,5005,5005,5005,5005,5005,500
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-
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成果指標
介護予防普及啓発事業の開催回数及び参加延べ人数並びに地域介護予防活動支援事業実施回数

002842人1806人

包括主催の元気いきいき教室を５回コースで実施。好評のためフォローアップ教室を実施し、自主グルー
プ育成の支援を行った。また、委託事業所においても転倒予防教室や認知症予防教室などの介護予防
事業を実施し参加者が増加した。今後も、介護予防の普及啓発のため魅力ある事業を行っていきたい。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

高齢者が活動に参加することで、介護予防に繋げる。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
03000人2000人2000人

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 3
事業の効果 3

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

課題認識

高齢者の閉じこもりを予防し身体機能を維持するための事業として、元気いきいき教室や各種委託事業
を実施した。参加人数が増加し開催回数も増えているが、より多くの参加を得られるよう、啓発活動の継
続と合わせて事業内容を検討する必要がある。

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
 評価委員会抽出事業

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・元気いきいき教室など、啓発事業の回数や参加者数をどう増やしていくかが大事である。直接事業費
400万円でいけるのかどうか。目標数も多く設定している。もっと充実すればよいのではないか。・啓発活
動を一生懸命行っており、参加人数もどんどん増えている。大変良いことである。今後も介護予防につな
がると良いと思う。・絶対数が増えるのだから、増えていく。ご苦労ではあるがよろしくお願いしたい。

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


